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〈表紙写真の説明〉 

  

  



 

Ⅰ 予算編成方針 
 

 

令和７年度は、本市の将来都市像「市民の力で支えあい、一人ひとりが主役の笑顔あふれ

るまち柳井～柳井で暮らす幸せを実感できるまちをめざして～」の実現を目指す第２次柳井

市総合計画が９年目を迎えます。計画期間の終盤に差し掛かるにあたり、これまで地道に進

めてきた取組を再点検し、より確実なものとしていく必要があります。 

 

我が国の人口減少はさらに加速し、少子化・高齢化の進行、生産年齢人口の減少が経済

活動や社会保障制度などに大きな影響を及ぼすとともに、地域コミュニティの活力低下をも

たらすことが懸念されています。本市においても、若年層や子育て世代の定住を目指すととも

に、高齢化や人口減少などから生じる諸課題への対応を、引き続き進めていかなければなり

ません。 

 

こうした中、令和７年度当初予算は、本年３月に市長任期の満了を迎えることを踏まえ、人

件費や扶助費など義務的経費や庁舎等施設の維持管理経費、継続して行っている事業な

どを中心とした骨格予算※として編成しました。 

今後、政策的な判断を伴う事業や新規事業等に係る経費については、いわゆる肉付け予

算として補正計上することとしています。 

 

 

 

                      柳井市長 

 

 

 

※骨格予算とは・・・ 

 「予算」は、その年度の全ての歳入、歳出で編成されるのが原則ですが、市長選挙時期等により政策的な判

断ができにくい等の事由から、義務的経費や施設の維持管理経費、継続的な事業費など必要最小限の経費の

みを計上する予算を「骨格予算」といいます。また、これらの事由が解消した後に、政策的経費や新規事業費等

を加える補正予算を「肉付け予算」といいます。 
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Ⅱ 予算の概要 
 

 １ 予算規模 

 

【一般会計】 

令和７年度の予算規模は、１８１億８，２００万円で、前年度当初予算額（２０３億９，５００万円）

と比べ１０．９％減少しました。 

これは、予算編成方針に基づき骨格予算として編成し、義務的経費や施設の維持管理経

費などを中心に必要最小限の経費を計上したためです。今後、政策的な判断を伴う事業や

新規事業等に係る経費については、６月議会で補正計上する予定です。 

 

【特別会計】 

令和７年度の予算規模は、８５億６，３０７万４千円で、前年度当初予算額（８６億４，２８１万６千円）

と比べ０．９％減少しました。 

これは、主に国民健康保険事業で被保険者数の減少に伴う保険給付費の減少及び後期

高齢者医療事業で広域連合が示す納付金の減少を見込んだことによるものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：千円、％） 

令和７年度 令和６年度 増減額 増減率

18,182,000 20,395,000 △ 2,213,000 △ 10.9

8,563,074 8,642,816 △ 79,742 △ 0.9

国民健康保険事業 3,908,527 3,966,772 △ 58,245 △ 1.5

市有林野区事業 1,321 1,134 187 16.5

介護保険事業 3,859,442 3,826,760 32,682 0.9

後期高齢者医療事業 793,784 848,150 △ 54,366 △ 6.4

26,745,074 29,037,816 △ 2,292,742 △ 7.9

　一　般　会　計

　特　別　会　計

合　　　計

区　　分
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当初予算の推移（直近10年間） 

（単位：百万円） 

 

※平成29年度及び令和３年度は骨格予算のため６月補正後、令和７年度は骨格予算 

 

 

（単位：円） 

年   度 人口 一般会計 特別会計 一般＋特別 

令和７年度 

人口（令和７年１月末現在） 
29,149 人 623,761 293,769 917,530 

令和６年度 

人口（令和６年１月末現在） 
29,672 人 687,348 291,279 978,627 

 

16,236 15,652 16,174 15,912 15,699
16,432

17,526 18,093

20,395

18,182

11,837

11,191 10,462
10,322

8,492

8,655

8,714
8,607

8,643

8,563

28,073

26,843
26,636

26,234

24,191

25,087

26,240
26,700

29,038

26,745

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

一般会計特別会計
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 ２ 歳入の状況(一般会計) 

  

〇自主財源の根幹をなす市税は４７億６，５８３万２千円で、前年度と比べ３．７％の増加を見

込んでいます。個人住民税の定額減税終了や法人収益の動向を踏まえた増収などを見

込んだものです。 

 

〇繰入金は６億３，６３４万円で、前年度と比べ１７．１％の減少を見込んでいます。骨格予算 

の編成に伴い歳出予算の計上を必要最小限に留めたことにより、基金繰入金が減少した 

ためです。 

 

〇諸収入は６億８，６３７万４千円で、前年度と比べ１７．３％の増加を見込んでいます。水道 

事業を柳井地域広域水道企業団に統合し、一般会計職員を同企業団に派遣することに 

伴う給与負担金の計上などにより増加したためです。 

 

〇市債は１６億３，２１０万円で、前年度と比べ５５．５％の減少を見込んでいます。骨格予算

の編成に伴い建設事業費が減少したことに加え、近年進めてきた大規模事業が完了した

ことなどによるものです。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（％は構成比率、括弧は令和６年度） 

自主財源

35.0%

依存財源

65.0%

市税

26.2%

諸収入

3.8%

繰入金

3.5%

その他

1.5%
地方交付税

27.7%

国庫支出金

13.7%

県支出金

7.5%

市債

9.0%

その他

7.1%

歳 入

181億

8,200万円

（22.5%）

（2.9%）

（3.8%）

（1.5%）

（30.7%）

（25.0%）

（69.3%）

（13.2%）

（7.0%）

（18.0%）

（6.1%）
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（単位：千円、％） 

6,358,694 6,255,783 102,911 1.6

　市税 4,765,832 4,593,647 172,185 3.7

　分担金及び負担金 20,670 50,251 △ 29,581 △ 58.9

　使用料及び手数料 208,717 226,078 △ 17,361 △ 7.7

　財産収入 39,759 32,299 7,460 23.1

　寄附金 1,001 1,001 0 0.0

　繰入金 636,340 767,369 △ 131,029 △ 17.1

　繰越金 1 1 0 0.0

　諸収入 686,374 585,137 101,237 17.3

11,823,306 14,139,217 △ 2,315,911 △ 16.4

　地方譲与税 136,000 129,000 7,000 5.4

　利子割交付金 2,000 2,000 0 0.0

　配当割交付金 15,000 15,000 0 0.0

　株式等譲渡所得割交付金 10,000 10,000 0 0.0

　法人事業税交付金 75,000 70,000 5,000 7.1

　地方消費税交付金 850,000 680,000 170,000 25.0

　ゴルフ場利用税交付金 15,000 15,000 0 0.0

　環境性能割交付金 12,000 12,000 0 0.0

　地方特例交付金 178,000 327,142 △ 149,142 △ 45.6

　地方交付税 5,040,000 5,100,000 △ 60,000 △ 1.2

　交通安全対策特別交付金 3,000 3,400 △ 400 △ 11.8

　国庫支出金 2,499,514 2,684,254 △ 184,740 △ 6.9

　県支出金 1,355,692 1,426,721 △ 71,029 △ 5.0

　市債 1,632,100 3,664,700 △ 2,032,600 △ 55.5

18,182,000 20,395,000 △ 2,213,000 △ 10.9

　自主財源

　依存財源

合　　　計

増減率令和６年度 増減額令和７年度
区分　

　科目

―　7　―



 

 ３ 歳出の状況(一般会計) 

 

（１）性質別歳出 

 一般会計における性質別歳出の主なものは次のとおりです。 

 当初予算は骨格予算として編成しているため、全体的に減少しています。今後、政策的

な判断を伴う事業や新規事業等に係る経費については、６月議会で補正計上する予定で

す。 

 

〇義務的経費（対前年度＋２億９，８８３万６千円、＋３．７％） 

 義務的経費のうち人件費は、退職手当が減少する一方、給与改定による増加や水道

事業の柳井地域広域水道企業団への統合に伴い、同企業団に派遣する職員の人件費

を一般会計に計上したことなどにより、前年度と比べ３．８％増加しています。 

 

 扶助費は、児童手当制度拡充の通年実施による支給事業費の増加や子どものための

教育・保育給付事業費の増加などにより、前年度と比べ６．８％増加しています。 

 

 公債費は、過去に借り入れた市債の一部の償還が終了したことなどにより、前年度と比

べ２．６％減少しています。 

 

 

〇投資的経費（対前年度△２８億５，２５６万７千円、△６３．４％） 

 投資的経費のうち、普通建設事業費（県事業負担金を含む。）は、骨格予算の編成により

建設事業費の計上を控えたことに加え、近年進めてきた大規模事業が完了したことなど

により、前年度と比べ６２．３％減少しています。 

 

 災害復旧事業費は、過年分（令和５年７月豪雨災害）の災害復旧事業費の皆減により、

前年度と比べ８４．４％減少しています。 

 

 

〇その他の経費（対前年度＋３億４，０７３万１千円、＋４．３％） 

 その他の経費のうち物件費は、物価高騰の影響や国のシステム標準化に伴う電子計

算システム運用管理費の増加などにより、前年度と比べ１７．５％増加しています。 

    

 投資及び出資金は、下水道事業会計に対する出資金の減少などにより、前年度と比

べ３４．７％減少しています。 
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義務的経費

45.9%

投資的経費

9.1%

その他経費

45.0%

扶助費

20.9%

人件費

15.6%

公債費

9.4%普通建設事業費

8.9%災害復旧事業費

0.2%

補助費等

18.1%

物件費

13.4%

繰出金

9.1%

貸付金

2.2%

その他

2.2%

（1.1%）

（17.4%）

（13.4%）

（8.6%）

（21.0%）

（15.7%）

（10.2%）

（8.2%）

（2.0%）

（2.4%）

（39.4%）

（22.1%）

（38.5%）

歳 出

181億

8,200万円

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：千円、％） 

（％は構成比率、括弧は令和６年度） 

8,347,521 8,048,685 298,836 3.7

　人件費 2,845,037 2,740,575 104,462 3.8

　扶助費 3,792,220 3,551,845 240,375 6.8

　公債費 1,710,264 1,756,265 △ 46,001 △ 2.6

1,648,764 4,501,331 △ 2,852,567 △ 63.4

　普通建設事業費 1,613,267 4,274,236 △ 2,660,969 △ 62.3

　災害復旧事業費 35,497 227,095 △ 191,598 △ 84.4

8,185,715 7,844,984 340,731 4.3

　物件費 2,440,831 2,076,903 363,928 17.5

　維持補修費 117,138 104,644 12,494 11.9

　補助費等 3,284,556 3,201,963 82,593 2.6

　積立金 37,454 29,017 8,437 29.1

　投資及び出資金 208,474 319,166 △ 110,692 △ 34.7

　貸付金 398,901 399,901 △ 1,000 △ 0.3

　繰出金(特別会計等) 1,648,361 1,663,390 △ 15,029 △ 0.9

　予備費 50,000 50,000 0 0.0

18,182,000 20,395,000 △ 2,213,000 △ 10.9

増減率増減額令和７年度 令和６年度

合　　　計

区分　

　科目

　義務的経費

　投資的経費

　その他の経費
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（２）目的別歳出 

   一般会計における目的別歳出の主なものは次のとおりです。 

   当初予算は骨格予算として編成しているため、政策的な判断を伴う事業や新規事業等

に係る経費については、６月議会で補正計上する予定です。 

 

〇総務費 

 柳井商業高等学校跡地整備事業費が皆減した一方、本庁舎浸水対策事業費の計上や

電子計算システム運用管理費の大幅な増加などにより、前年度と比べ１８．４％増加してい

ます。 

 

〇民生費 

 低所得者支援及び定額減税補足給付金事業費の減少などにより、前年度と比べ２．２％

減少しています。 

 

〇衛生費 

 周東環境衛生組合負担金の増加や 水道事業の柳井地域広域水道企業団への統合に

伴う同企業団への負担金等の計上などにより、前年度と比べ５１．７％増加しています。 

  なお、同企業団への負担金等の計上により、諸支出金に計上していた水道事業会計繰

出金が皆減となります。 

 

〇農林水産業費 

 骨格予算での編成に伴い建設事業費が減少したため、前年度と比べ２８．９％減少してい

ます。 

 

〇土木費 

 骨格予算での編成に伴い建設事業費が減少したため、前年度と比べ２５．９％減少してい

ます。 

   

〇消防費 

 柳井地区広域消防組合負担金の増加や防災行政無線整備事業費の計上などにより、

前年度と比べ１８．５％増加しています。 

 

〇教育費 

 バタフライアリーナ改修事業費の皆減や弓道場整備事業費などの減少により、前年度と

比べ５３．０％減少しています。 

 

〇災害復旧費 

過年分（令和５年７月豪雨災害）の災害復旧事業費の皆減などにより、前年度と比べ

８４．４％減少しています。 
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30.7%

9.9%

6.1%18.5%

8.6%

4.0%

4.9%

4.9%

3.8%
8.6%

民生費

33.7%

総務費

13.2%衛生費

10.4%

教育費

9.7%

公債費

9.4%

消防費

5.3%

土木費

4.1%

農林水産業費

3.9%

商工費

3.8%

その他

6.5%

歳 出 
 

181 億 
 

8,200 万円 

（単位：千円、％） 

(％は構成比率、内円は令和６年度) 

区分　

　科目

議会費 179,621 162,786 16,835 10.3

総務費 2,388,592 2,017,190 371,402 18.4

民生費 6,132,485 6,267,686 △ 135,201 △ 2.2

衛生費 1,890,250 1,246,251 643,999 51.7

労働費 47,153 164,187 △ 117,034 △ 71.3

農林水産業費 715,425 1,006,200 △ 290,775 △ 28.9

商工費 683,216 766,515 △ 83,299 △ 10.9

土木費 743,039 1,003,058 △ 260,019 △ 25.9

消防費 962,052 811,716 150,336 18.5

教育費 1,769,711 3,768,308 △ 1,998,597 △ 53.0

災害復旧費 35,497 227,095 △ 191,598 △ 84.4

公債費 1,710,264 1,756,265 △ 46,001 △ 2.6

諸支出金 874,695 1,147,743 △ 273,048 △ 23.8

予備費 50,000 50,000 0 0.0

合　　　計 18,182,000 20,395,000 △ 2,213,000 △ 10.9

令和７年度 令和６年度 増減額 増減率
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４ 基金残高 

 

財政調整基金は、財源調整のために３億５，０２０万４千円を取り崩すこととしています。 

その他特定目的基金は、高齢者おでかけサポート事業費等に充当するため地域福祉基

金を、市道の改良・舗装に要する経費等に充当するため公共施設整備基金を、乳幼児・子

ども医療費助成事業費等に充当するためふるさと振興基金等をそれぞれ取り崩すこととして

います。 

一般会計の基金残高全体では、９．９％の減少見込となっています。 

 

 

一般会計の基金残高の推移（直近 10 年間） 

 
（単位：百万円） 

2,311 2,204 2,280 2,267 2,253
2,469

2,785
2,923

2,466

2,120

277
277

277 277 277

277

287

344

391

347

2,821
2,855

2,936
2,837 2,838

3,103

3,140

3,158

3,144

2,938

5,409 5,336
5,493 5,381 5,368

5,849

6,212

6,425

6,001

5,405

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

平成28年度平成29年度平成30年度令和元年度令和２年度令和３年度令和４年度令和５年度令和６年度

（見込）

令和７年度

（見込）

減債基金 財政調整基金 その他特定目的基金 

―　12　―



 

基 金 の 状 況

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（単位：千円、％） 

※着色部分は特別会計の基金 

令和６年度末

残高見込額

令和７年度中

積立予定額

令和７年度中

取崩予定額

令和７年度末

残高見込額
増減額 増減率

2,466,125 3,625 350,204 2,119,546 △346,579 △14.1

390,638 11,208 54,683 347,163 △43,475 △11.1

教育基金 162,343 307 14,128 148,522 △13,821 △8.5

地域福祉基金 259,694 559 31,400 228,853 △30,841 △11.9

勤労者福祉施設建設基金 9,412 20 9,432 20 0.2

公共施設整備基金 977,639 2,016 30,700 948,955 △28,684 △2.9

サンビームやない運営基金 123,997 271 30,979 93,289 △30,708 △24.8

平郡東振興基金 16,750 35 109 16,676 △74 △0.4

ふるさと振興基金 303,025 646 104,244 199,427 △103,598 △34.2

学校保健運営基金 10,004 25 13 10,016 12 0.1

ふるさと・水と土保全基金 12,004 30 16 12,018 14 0.1

合併地域振興基金 1,239,215 2,662 1,241,877 2,662 0.2

森林環境整備基金 22,307 16,032 14,950 23,389 1,082 4.9

企業版ふるさと納税基金 7,670 18 1,914 5,774 △1,896 △24.7

　その他特定目的基金　計 3,144,060 22,621 228,453 2,938,228 △205,832 △6.5

　一般会計　計 6,000,823 37,454 633,340 5,404,937 △595,886 △9.9

国民健康保険基金 395,899 310 61,676 334,533 △61,366 △15.5

柳井林野区積立基金 23,445 20 401 23,064 △381 △1.6

日積林野区積立基金 2,693 3 346 2,350 △343 △12.7

阿月林野区積立基金 24,418 110 24,528 110 0.5

介護給付費準備基金 329,156 320 81,858 247,618 △81,538 △24.8

　特別会計　計 775,611 763 144,281 632,093 △143,518 △18.5

6,776,434 38,217 777,621 6,037,030 △739,404 △10.9合　　　計

基　  金  　名

そ

の

他

特

定

目

的

基

金

特

 

別

 

会

 

計

一

　

般

　

会

　

計

　財政調整基金

　減債基金

―　13　―



 

 ５ 市債残高（一般会計） 

 

市債とは、建設事業費などの特定の支出に充てる償還期間が１年を超える長期の借入金

のことで、その借入金の未償還残高が市債残高です。 

市債の発行額は減少していますが、償還額を上回るため市債残高は増加する見込です。 

 

 

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 

18,505,664 18,042,118 17,651,006 17,329,631 17,123,330 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度（見込） 令和７年度（見込） 

16,374,755 15,672,329 15,957,622 18,427,657 18,509,321 

 

 

市債残高の推移（直近 10 年間） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

18,506 
18,042 

17,651 17,330 17,123 
16,375 

15,672 15,958 

18,428 18,509 

5,000

10,000

15,000

20,000

平成28年度平成29年度平成30年度令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

（見込）

令和7年度

（見込）

（単位：千円） 

（単位：百万円） 
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 ６ 地方消費税交付金(社会保障財源化分)を充当する社会保障施策 

 

【歳入】地方消費税交付金(社会保障財源化分)   463,000 千円 

  （単位：千円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※事業として該当するものは、地方単独事業及び国庫補助負担金事業における社会保障施策に要する経費（事務費や

サービス提供に直接従事しない職員の人件費を除く。）

 

国県
支出金

地方債 その他

地方消費
税交付金
（ 社会 保障

財源化分）

その他

一時預かり事業 23,303 15,534 6,757 1,012

子育て支援センター事業 26,989 17,992 7,825 1,172

子育て応援ヘルパー派遣事業 4,320 2,880 1,252 188

ファミリー・サポート・センター事業 5,035 2,200 1,296 1,338 201

重度心身障害者医療費助成事業 133,244 45,229 32,943 47,896 7,176

乳幼児・子ども医療費助成事業 119,405 10,341 35,000 59,565 12,610 1,889

ひとり親家庭医療費助成事業 17,587 5,932 1,743 8,621 1,291

子どものための教育・保育給付事業 945,661 690,057 435 221,922 33,247

子育てのための施設等利用給付事業 4,680 3,510 1,018 152

小　　計 1,280,224 793,675 35,000 95,982 309,239 46,328

 [低所得者保険税（料）軽減]

国民健康保険事業特別会計繰出金 127,085 95,314 27,631 4,140

後期高齢者医療事業特別会計繰出金 177,150 132,862 38,517 5,771

介護保険事業特別会計繰出金 38,956 29,215 8,472 1,269

小　　計 343,191 257,391 0 0 74,620 11,180

予防接種事業 118,076 27,078 79,141 11,857

　  

小　　計 118,076 0 0 27,078 79,141 11,857

1,741,491 1,051,066 35,000 123,060 463,000 69,365合　　　　計

財　　源　　内　　訳

特　定　財　源 一 般 財 源

事業費事　　業　　名

社
会
福
祉

保
健
衛
生

社
会
保
険
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Ⅲ 柳井市基本構想の具体的推進事業 

第２次柳井市総合計画では、本市の将来都市像「市民の力で支えあい、一人ひとりが主役

の笑顔あふれるまち柳井～柳井で暮らす幸せを実感できるまちを目指して～」を実現するた

めに、基本構想において目指すべきまちづくりを６つの基本目標として定めています。 

市民の力を最大限に生かした「協働」を核とする「市民参加」のまちづくりを進めることにより、

新しい「これからの自治体経営」を確立し、「人権・子育て・教育」「健康・福祉」「安全・都市基

盤」「環境」「観光・産業・文化」の各分野に掲げる基本目標の実現を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜６つの基本目標＞ 

これからの 

自治体経営 

人権 
子育て・教育 

健康・福祉 

安全・都市基盤 環 境 

観光・産業・文化 

文化の香り高く、地域

の活力と魅力に満ち

た賑わいのあるまちづ

くり 

美しい景観・自然

と調和し、環境に

やさしいまちづくり 

災害に強く、安全・

安心・快適で便利な

まちづくり 

すべての市民が健康で 

安心して暮らせる、 

人にやさしいまちづくり 

子どもたちが心豊か

に成長し、すべての

市民が尊重されるま

ちづくり 

「市民の力」で支え合う 

「市民参加」のまちづくり 
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継続 市民活動支援事業 １１,４２６ 千円 地域づくり推進課

拡充 デジタル化推進事業 ２４３,０８２ 千円
政策企画課

市民生活課ほか

施 策 体 系 別 主 要 事 業

【目的】
やない市民活動センターの運営等を通じて、様々な

地域課題に取り組む。市民の自主的、自発的活動を支
援し、協働によるまちづくりを推進する。

【事業概要】
○やない市民活動センターの運営
・市民活動のための場と機会の提供
・市民活動に係る情報の収集及び提供
・市民活動を行うものの連携及び交流の推進
・市民活動に係る相談、人材育成

○市民活動補償制度
・市民活動団体の活動中の事故に備えて、市が市民活
　動補償保険に加入する。

【目的】
情報基盤の整備促進等による行政事務の効率化、デ

ジタル技術の活用による市民の暮らしの利便性の向上
や、地域課題の解決・新たな価値の創出を図る。

【事業概要】
○標準化対応システム改修
・戸籍や税のシステムを国の標準化事業に対応するた
　めにプログラムを改修する。

○統合型・公開型ＧＩＳ導入
・既存の地理情報システム（ＧＩＳ）を統合した統合
　型ＧＩＳを構築し、インターネット上でその情報を
　公開する公開型ＧＩＳを導入する。

○学校図書館蔵書のデジタル化
・柳井小学校図書館において所蔵する約１万６千冊の
　図書資料を精査・選別し、書誌情報をデータベース
　化する。

基本目標
１ これからの自治体経営 「市民の力」で支えあう「市民参加」のまちづくり

みどりが丘フェスタ

市民活動講座

※市内に活動の拠点を置く市民活動団体が、自主的に行う公

益性のある活動中の事故に限る。

統合型・公開型ＧＩＳイメージ
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継続 結婚新生活支援事業 １０,８９７ 千円 政策企画課

継続 移住・定住促進事業 １５,２４３ 千円 地域づくり推進課

【目的】
若い世代が結婚する際の経済的な負担を軽減し結婚

への支援をすることで、安心して子どもを産み育てる
環境づくりを図る。

【事業概要】
○結婚新生活支援補助金
・結婚に伴う新生活のスタートアップに係る費用（住
　宅取得、リフォーム、住宅賃借、引越）の補助を実
　施する。

・対象夫婦
　夫婦ともに39歳以下、かつ、世帯所得500万円未満

・交付上限額
　30万円（夫婦ともに29歳以下の場合は、60万円）

【目的】
移住・定住の促進や、市内の空き家の有効活用など

により、定住人口・交流人口の増を図り、地域活性化
を目指す。

【事業概要】
○空き家バンク制度の運営

○お試し住宅の運営

○地域活性化起業人制度の活用

令和６年度柳井市結婚新生活事業ポスター

お試し住宅「せとのすみか」
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継続 地方創生移住支援事業 １０,５００ 千円
地域づくり推進課
商工観光課

継続 中山間地域振興事業 ２２,７３０ 千円 地域づくり推進課

【目的】
東京圏等からのＵＪＩターンにより起業・就業する

人等を支援し、地域人材の確保と定住促進を図る。

【事業概要】
○対象者に補助金を交付する。

【目的】
中山間地域の振興を図るため、地域おこし協力隊及

び集落支援員を配置し、各地区の特性に応じた事業を
実施する。

【事業概要】
○地域おこし協力隊の配置
・平郡地区　１人

○集落支援員の配置
・伊陸地区　１人
・新庄地区　１人
・平郡地区　２人

伊陸フェスティバル新鮮市場

暮らしを彩る試食会（平郡西）
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継続 本庁舎浸水対策事業 ４３３,７１８ 千円 総務課

新規 総合計画策定事業 ７,０４４ 千円 政策企画課

【目的】
災害時における災害対応の拠点として重要な施設で

ある庁舎について、最大規模の洪水や高潮が発生した
場合においても行政機能を維持するため、本庁舎１階
の浸水対策工事及び非常用発電機の更新を行う。

【事業概要】
○電気設備工事
・非常用発電機更新（稼働時間：９時間→72時間）
・非常用発電機用地下オイルタンク設置

○機械設備工事
・排水管逆流対策工事
・市民ホール空調室外機移設

○建築工事
・防水扉設置
・防水板設置

【目的】
令和８年度で第２次柳井市総合計画が終了すること

に伴い次期総合計画策定に向けた準備作業を行う。

【事業概要】
○無作為に抽出した柳井市民を対象にアンケート調査
　を実施し、次期総合計画策定のための基礎資料とす
　る。

○総合計画策定審議会を開催し、次期総合計画策定に
　向けた意見交換等を行う。

柳井市役所 本庁舎

現在の「第２次柳井市総合計画」

 

 

 

 

第２次柳井市総合計画 
市民の力で支えあい、一人ひとりが主役の笑顔あふれるまち柳井 

～柳井で暮らす幸せを実感できるまちをめざして～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

柳井市 
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継続 保育料無償化事業 ６６,２００ 千円 こどもサポート課

継続 乳幼児・子ども医療費助成事業 ９３,３３０ 千円 こどもサポート課

【目的】
保育所等に通う児童に係る保育料を無償化すること

で、子育て世帯の経済的負担の軽減を図る。

【事業概要】
○０歳児から２歳児クラスまでの児童に係る保育料
　を、所得制限を設けずに第１子から無償化する。
・対象施設
　認可保育所、認定こども園、認可外保育施設

【目的】
乳幼児や子どもの医療費（保険適用分）の自己負担

額を助成し、子育て世代にやさしい環境を整備する。

【事業概要】
○乳幼児、小学生、中学生、高校生等に係る医療費を
　無償化する。

基本目標
２ 人権・子育て・教育 子どもたちが心豊かに成長し、すべての市民が尊重されるまちづくり

●対象施設

「認可外保育施設」（事業所内保育所を含む。）

●助成額

「認可外保育施設利用料」を助成

（上限額：65,000円/月）

●保育料の実質無償化（認可外保育施設）●保育料の無償化（認可外保育施設以外）

認可保育所や認定こども園に通う児童に

係る保育料を無償化する。

【60,884千円】
※公費による負担額

認可外保育施設を利用する児童に係る保

育料助成制度を拡充することで、保育料を

実質的に無償化する。

【5,316千円】

第１子が

就学前

第１子が

小学生以上

第１子が

就学前

第１子が

小学生以上

保護者負担
全額

保護者負担
１/２

保護者負担
全額 無償化

保護者負担
１/２

山口県

の制度

保護者負担
全額 無償化 無償化 無償化 無償化

柳井市
の制度 無償化 無償化 無償化 無償化 無償化

令和

６年

９月

以降

第１子

第２子 第３子以降

国の制度
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継続 子育て応援ヘルパー派遣事業 ４,３２０ 千円 こどもサポート課

拡充 こども家庭センター事業 ２０,３６７ 千円 こどもサポート課

【目的】
家事、育児等の支援を必要とする子育て世帯が安心

して子どもを産み育てることができるよう、生活環境
の整備を行い子育て世帯の負担軽減を図る。

【事業概要】
○対象者の自宅にヘルパーを派遣して、家事や育児の
　支援を行う。
・対象者
　保育園等に通っていない就学前の児童を養育する者
　で、日中家事及び育児を行う者がほかにいないた
　め、支援が必要な人

【目的】
家庭児童相談室（子ども家庭総合支援拠点）とやな

でこ相談室（子育て世代包括支援センター）の機能を
一体化した「こども家庭センター」をこどもサポート
課内に設置し、全ての妊産婦、子育て家庭、子どもに
対し、包括的な支援を行う。

【事業概要】
○地域の全ての妊産婦と子育て家庭に対する支援業務
・状況把握や母子保健、児童福祉に係る情報提供、
　相談等への対応など

○支援が必要な妊産婦や子育て家庭への支援業務
・合同ケース会議の開催
・サポートプランに基づく支援など

○地域における体制づくり
・関係機関との連携の強化など こども家庭センターの役割
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継続 放課後児童クラブ運営事業 １０３,７３０ 千円 こどもサポート課

継続 特定教科学力強化事業 ２２,１１３ 千円 学校教育課

【目的】
昼間、保護者のいない小学校児童の遊び場及び生活

の場を確保するため、児童クラブを運営し、児童の健
全な育成を図る。

【事業概要】
○子育てと仕事の両立を支援するため、保護者の就労
　実態に即した受入れが可能となるよう、小学校区ご
　とに10か所設置する。

【目的】
積み上げの教科である算数・数学の基礎・基本の確

実な習得に向けた指導を集中的に行うことにより、子
どもたちが笑顔で学習に向かえるようにする。

【事業概要】
○算数補助教員８人を配置し、少人数指導による指導
　の充実を図る。
○指導者用デジタル教科書(算数・数学)を導入し、理
　解力の向上を図る。
○小学校２年生から中学校３年生のタブレット端末に
　ＡＩドリルを導入し、個別学習や家庭学習の充実を
　図る。
○学力調査を継続し、学力の伸びを分析・把握し指導
　に生かす。
・小学校２～５年生　２教科
・中学校１・２年生　５教科
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継続 わかる喜び・学ぶ楽しさ支援事業 ４５,８６３ 千円 学校教育課

継続 小中学校施設改善事業 ２０５,６５８ 千円 教育総務課

【目的】
学校生活への適応が困難な児童・生徒を支援し、す

べての児童・生徒が安心して主体的に学習できる環境
の充実を図る。また、複式学級補助教員を配置するこ
とで複式学級の充実を図る。

【事業概要】
○学校生活への適応が困難な児童生徒を支援するた
　め、生活支援員を配置する。
（小学校19人、中学校７人）
○幼児期の教育から小学校の教育へ円滑に移行できる
　よう「ぴか一（いち）サポーター」を配置する。
（５人）
○一部の教科において単学級での指導になるよう複式
　学級補助教員を配置する。（６校分）
○帰国・外国人の子どもに対するきめ細やかな指導支
　援を行う学習支援員を配置する。
（小学校１人、中学校４人）

【目的】
市内小中学校の学校施設の改修・整備を行い、学校

施設の長寿命化と教育環境の質的向上を図る。

【事業概要】
○伊陸小学校屋内運動場改築工事

○柳井西中学校トイレ改修工事
　（洋式化、バリアフリー化）

伊陸小学校屋内運動場
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継続 中学校給食費無償化事業 ４３,４９２ 千円 学校給食センター

継続 阿月公民館整備事業 ４５,０４８ 千円
生涯学習・

スポーツ推進課

【目的】
中学校生徒の給食費を無償化することにより、子育

て世帯の経済的負担の軽減と子育て環境の充実を図
る。

【事業概要】
○市学校給食会に対し、保護者が負担する給食費相当
　分を市が支出することにより、市立中学校生徒の給
　食費を無償化する。

・中学校給食費　　　310円／日
・中学校生徒数　　　705人(令和７年４月１日見込)
・給食提供予定日数　199日

【目的】
公民館、出張所と地区体育館の機能を併せ持つ新た

な公民館を阿月小学校跡地に整備し、現阿月公民館を
解体するとともに、その跡地を駐車場として整備する
ことで、地区住民の利便性の向上を図る。

【事業概要】
○阿月公民館の整備
・令和６年度　新公民館建設工事
・令和７年度　現公民館解体工事
　　　　　　　現公民館跡地駐車場整備工事

○現阿月公民館の施設概要
・昭和49年建設（出張所部分）
・昭和58年建設（公民館部分）
・延べ床面積　353.48㎡
・令和５年度利用者数　1,950人

新阿月公民館建設中

現阿月公民館
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継続 弓道場整備事業 １２２,４７１ 千円
生涯学習・

スポーツ推進課

【目的】
昭和48年に建設し、老朽化した弓道場を柳井商業高

等学校跡地に建て替える。また、周辺施設を解体し、
みどりが丘図書館側からの進入路及び駐車場を整備す
ることで、利用者の利便性の向上を図る。

【事業概要】
○弓道場の整備
・令和６年度　周辺施設解体工事、建設工事
・令和７年度　進入路等造成工事
　　　　　　　既設柔剣道場改修工事
・令和８年度　進入路等造成工事

○弓道場の施設概要
・昭和48年建設
・延べ床面積　642.30㎡
・令和５年度利用者数　11,269人 新弓道場完成イメージ

新弓道場射場イメージ
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継続 妊婦・乳幼児健康診査事業 ２０,５８１ 千円 こどもサポート課

継続 予防接種事業 １２２,５１８ 千円
健康増進課

こどもサポート課

【目的】
妊婦の健康管理及び胎児の発育確認のため、また、

乳幼児の健全な発育のため、各種健康診査を行う。

【事業概要】
○妊産婦健康診査
・妊娠期間中、14回の妊婦健康診査を行う。
・多胎妊婦の場合は、５回を限度に追加受診できる。

○乳幼児健康診査
・１か月、３か月、７か月、１歳６か月、３歳児に乳
　幼児健康診査を行う。

○新生児聴覚検査
・聴覚障害の早期発見・早期療育を図るため、全ての
　新生児を対象に聴覚検査を行う。

【目的】
予防接種法に基づく定期接種を行い、感染症の発

生、まん延を防ぐ。

【事業概要】
○高齢者を対象に定期接種を実施する。
・インフルエンザ、肺炎球菌、新型コロナウイルス、
　帯状疱疹（令和７年度～）

○乳幼児等を対象に定期接種を実施する。
・日本脳炎、ロタウイルス、子宮頸がんなど

基本目標
３ 健康・福祉 すべての市民が健康で安心して暮らせる、人にやさしいまちづくり

妊婦健康診査

乳幼児健康診査

乳幼児等予防接種

高齢者予防接種
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拡充 医療提供体制支援事業 １８,４８９ 千円 健康増進課

継続 診療所運営事業 ９５,２６４ 千円 健康増進課

【目的】
休日夜間応急診療所を運営することにより、初期救

急医療体制を確保する。平郡診療所を運営することに
より、離島における医療を確保する。

【事業概要】
○休日夜間応急診療所の運営
・柳井市、上関町、田布施町、平生町の共同運営
・診療日、時間

○平郡診療所、平郡診療所西出張診療所の運営
・診療日、時間

【目的】
地域の周産期医療の基盤を担う実施医療機関と連携

し、小児科医師・産科医師の維持確保を図る。

【事業概要】
○周産期医療提供体制支援事業費補助金【拡充】
・小児科医師・産科医師を確保し周産期医療体制を維
　持するための補助

○小児救急医師確保等支援事業費補助金
・平日夜間、土曜・休日昼間の小児救急患者受入れに
　対する補助

○産科医等確保支援事業費補助金
・産科医師等の分べん対応に対する補助

休日夜間応急診療所

平郡診療所

休日昼間 日、祝、盆、年末年始 ９:00～12:00、13:00～17:00

平日夜間 月～金 19:00～22:00

平郡診療所 水曜日 10:30～13:30、14:30～16:45

西出張診療所 木曜日 ９:30～12:30、13:00～14:00
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継続 平郡デイサービス運営事業 １９,５６７ 千円 高齢者支援課

継続 高齢者おでかけサポート事業 ３２,５０２ 千円 高齢者支援課

【目的】
平郡デイサービスセンターを運営し、離島における

介護保険サービスの供給基盤体制を確保する。

【事業概要】
○デイサービスセンターの管理運営を委託する。
・指定管理者  柳井市社会福祉協議会

○平郡デイサービスセンターの施設概要
・平成12年建設
・利用実績
　　令和５年度　延べ1,132人
　　令和４年度　延べ1,318人

【目的】
公共交通機関で共通利用できる助成券を交付するこ

とにより、高齢者が外出しやすい環境を創出し、高齢
者の自立生活継続の支援と社会参加の促進を図る。

【事業概要】
○路線バス、タクシー、平郡航路で利用できる助成券
　を交付する。

・対象者
　　市内に住民票のある在宅の75歳以上の人で、
　　自らが自動車を運転しない人
　
・助成額（上限）
　　住民税非課税世帯　年額24,000円／人
　　住民税課税世帯　　年額12,000円／人

レクリエーションを楽しむ利用者

平郡デイサービス

助成券表紙（見本）

助成券（見本）
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新規 防災行政無線整備事業 ８２,７９７ 千円 危機管理課

継続 漁港海岸高潮対策事業 ６０,０００ 千円 経済建設課

【目的】
防災行政無線の更新に合わせて設備の機能を強化

し、災害時における市民への迅速かつ確実な情報伝達
手段の向上を図る。

【事業概要】
○災害に関する様々な最新情報に対応するため、機能
　強化したＪアラート（全国瞬時警報システム）の新
　型受信機を設置する。

○大規模災害時に防災行政無線をどこからでも遠隔で
　操作可能な無線通信端末を新たに導入する。

【目的】
　伊保庄上八地区において、台風時や異常潮位によっ
て発生する高潮や波浪等による被害から周辺住民の生
命や財産を守るための対策工事を行う。

【事業概要】
○漁港施設の高潮対策
・令和６年度　護岸工事着手
・令和７年度　護岸工事（40ｍ）
　　　　　　　陸閘詳細設計（３基）

基本目標
４ 安全・都市基盤 災害に強く、安全・安心・快適で便利なまちづくり

防災行政無線設備

端末で遠隔操作

上八地区護岸工整備前の状況

上八地区護岸工整備計画断面図
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継続 交通安全施設整備事業 １３,０００ 千円
土木課

経済建設課

継続 公共交通対策事業 ４７,６３３ 千円 商工観光課

【目的】
道路交通安全施設の設置等により交通事故を未然に

防止し、安全な交通環境を整備する。

【事業概要】
○道路側溝蓋の設置、ガードレール、カーブミラー、
　区画線の再設置などの安全対策により交通事故の
　軽減を図る。

○見通しの悪い交差点において、路面にカラー舗装
　や区画線再設置などによる安全対策を行う。

○柳井市通学路安全推進会議（学校、道路管理者、警
　察等で構成）により明らかとなった交通危険箇所に
　ついて必要な対策を行う。

【目的】
柳井市地域公共交通計画に基づき、市民生活を支え

る持続可能な公共交通体系を確保する。

【事業概要】
○バス路線の維持・確保のため、交通事業者に補助金
　を交付する。
　
○日積、大畠、伊陸、阿月地区で予約制乗合タクシー
　を運行する団体に補助金を交付する。

○運行開始
・日積　平成25年10月
・大畠　令和２年10月
・伊陸　令和４年10月
・阿月　令和４年10月

令和６年度実施 市道馬皿新庄線

令和６年度実施 農道柳井田布施線

予約制乗合タクシー「いかちまいか号」
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継続 市道改良事業 １６１,５３３ 千円 土木課

継続 橋りょう長寿命化事業 １０４,９４６ 千円 土木課

【目的】
市道の拡幅や歩道の整備、老朽化した舗装の打換え

等を行うことにより、生活環境の改善や利便性の向上
を図る。

【事業概要】
○市道の改良工事等を実施する。

○工事予定箇所
・北部柳井田布施線舗装工事
・柳井田布施線舗装工事
・柳井田布施線（土穂石橋架替）（県負担金）

【目的】
市が管理する橋りょうの老朽化対策として、計画的

に補修を実施することで維持管理費の縮減、平準化を
図る。

【事業概要】
○橋りょうの定期的な点検や効果的な補修工事等を実
　施する。

○工事予定箇所
・新旭橋（伊保庄地区）
・本谷大橋（神代地区）
・善行寺橋（柳井地区）

令和７年度予定 市道北部柳井田布施線舗装工事

土穂石橋架け替え状況

新旭橋橋梁補修工事（継続事業）
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継続 幹線道路整備促進事業 ２２９ 千円 都市計画・建築課

新規 洪水ハザードマップ整備事業 ２１,０９４ 千円 土木課

【目的】
山口県東部地域の関係市町で構成される「山口県東

部高速交通体系整備促進協議会」、「岩国柳井間バイ
パス建設促進期成同盟会」による要望活動を行い、広
域交通ネットワークの充実を目指す。

【事業概要】
○国、県や関係市町との連携協力を図り、山口県東部
　地域の幹線道路整備を促進する。

○要望路線
・国道188号
・県道柳井上関線
・県道柳井玖珂線　ほか

【目的】
水防法改正により、洪水浸水想定地域の指定対象が

拡大（４→17河川）されたことに伴い、新たな洪水ハ
ザードマップを作成し、市民の安心安全を図る。

【事業概要】
○令和７年度実施（６河川）
・新たに加える洪水浸水想定区域
　由宇川、日積川、若杉川、大里川、滝川、石神川

　※７河川については、令和８年度実施予定

県道柳井玖珂線の渋滞状況

要望路線図

作成予定箇所図（赤字は令和７年度実施分）
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継続 浄化槽設置整備補助事業 ２７,７５６ 千円 下水道課

【目的】
下水道事業計画区域外、農業集落排水事業区域外に

おいて、合併処理浄化槽による汚水処理を促進し、環
境衛生の向上を図る。

【事業概要】
○汚水処理人口の増加に向けて、専用住宅に合併処理
　浄化槽を設置する人に対して補助金を交付する。

○下水道事業計画区域の見直しにより、事業計画区域
　外に変更となる区域については、令和12年度までの
　間、重点的に補助する。

浄化槽イメージ
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継続 脱炭素対策事業 ８１１ 千円 市民生活課

継続 循環型社会形成促進事業 ２５,１１７ 千円 市民生活課

【目的】
カーボンニュートラルの実現に向け二酸化炭素排出

量の削減を図る。

【事業概要】
○地球温暖化をテーマとした講演会や出前講座を開催
　する。

○次世代自動車の展示会や試乗体験会を開催する。

【目的】
環境への負荷が少ない循環型社会の構築に向けて啓

発を図り、ごみの減量、資源化を推進する。

【事業概要】
○フードバンクポストをイベントで設置し、フードロ
　ス削減を推進する。

○バイオマスプラスチックを配合した指定ごみ袋
　（可燃）を作成する。

○バイオマスプラスチックを配合した清掃ボランティ
　ア用ごみ袋（可燃）を作成する。

基本目標
５ 環境 美しい景観・自然と調和し、環境にやさしいまちづくり

地球温暖化をテーマとした講演会

次世代自動車の展示会

フードバンクポスト

バイオマスプラスチック配合ごみ袋
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継続 平郡島海岸ボランティア清掃事業 ３９４ 千円 市民生活課

【目的】
平郡島で実施する海岸清掃活動を通じた体験型の環

境学習により、環境保全の意識醸成を図る。

【事業概要】
○海洋ごみの現状を知り、環境問題への関心を図るた
　め、海岸清掃を実施する。

○海洋ごみと環境汚染をテーマとした環境学習を実施
　する。

平郡島海岸清掃

環境学習
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継続 新規就農支援事業 １６,４３３ 千円 農林水産課

継続 農業法人産地拡大支援事業 ２１,６６７ 千円 農林水産課

【目的】
これからの農業、畜産業を支える担い手として、新

規就農を目指す方々を支援する。

【事業概要】
○定着支援給付金
・新規就農者を受け入れた法人を支援する。

○新規就農者育成総合対策交付金（経営開始資金）
・経営開始時の早期の経営確立を支援する。

○新規就農者育成総合対策交付金（経営発展支援）
・就農後の経営発展のため、機械、施設の整備を支
　援する。

○園芸産地育成事業補助金
・付加価値の高い園芸作物の導入及び産地化の推進
　のため、機械、施設の整備を支援する。

【目的】
農業法人の設備整備を支援し、農作物の栽培効率の

向上を図る。

【事業概要】
○農業用設備の整備に係る費用の一部を補助する。

・リーフレタス
　場所　園芸施設団地（余田地区）
　設備　温室付帯設備（給液タンク冷却装置他）
　面積　敷地約2.5ha、温室約1.5ha
　生産株数　年間約500万株

基本目標
６ 観光・産業・文化 文化の香り高く、地域の活力と魅力に満ちた賑わいのあるまちづくり

葉物野菜水耕栽培施設
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継続 花き産地育成対策事業 ６９,８６４ 千円 農林水産課

継続 漁港機能保全事業 ４０,０３６ 千円 経済建設課

【目的】
平郡漁港の老朽化した漁港施設の長寿命化を漁港機

能保全計画に基づき計画的に整備する。

【事業概要】
○平成30年度より、護岸保全工事に着手し全体計画は
　延長159ｍを計画している。

○令和７年度は、引き続き護岸保全工事を実施する。

・進捗率：概ね40％
　（令和７年３月末時点見込み）

【目的】
やまぐちフラワーランドを運営する一般財団法人や

ない花のまちづくり振興財団と連携し、花のまちづく
りを推進する。

【事業概要】
○やまぐちフラワーランド運営費や花のまちづくりの
　推進活動に対して補助金を交付する。

○花の生産者を支援し、市民参加による花のまちづく
　りを推進する。

○地域おこし協力隊員１名を配置し、イベントの実施
　等による花のまちやないの情報発信を行う。

・任用期間　令和７年度～令和９年度

やまぐちフラワーランド内の様子

平郡漁港（浦地区）の整備状況
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継続 企業立地促進事業 ２７,２４９ 千円
企業立地・

雇用創造推進室

継続 近代和風建築総合調査事業 ６,０２４ 千円
生涯学習・

スポーツ推進課

【目的】
企業立地を促進し、産業の多様化・高度化に取り組

むことで働く場を確保し、子育て世代の定住促進と地
域経済の活性化を図る。

【事業概要】
○条件を満たした事業所を設置した事業者に対して、
　奨励金を交付する。

・事業所設置奨励金
・雇用奨励金

【目的】
県指定有形民俗文化財「小田家の生活用具・商家資

料・町家」のうち建造物の調査を実施し、文化財的価
値の見直しを図る。

【事業概要】
○学識経験者や学生等による建物の測量や痕跡調査を
　通して歴史的・文化財的価値を見直す。

・事業期間　　令和５年度から令和７年度まで
・令和７年度　調査報告書の取りまとめ・刊行

南浜工業団地

小田家博物館建物模型

小田家博物館外観
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継続 サンビームやない運営事業 ３８,３７２ 千円
サンビームやない
教育総務課

【目的】
柳井広域圏の文化芸術活動の活性化及び社会教育活

動の拠点としての「場」と「機会」と「情報」の提供
を図る。

【事業概要】
○サンビームやないの管理、運営をする。
・自主文化事業の開催
・施設設備の改修

○学校の文化芸術活動の支援及びサンビームやないの
　利用促進を図るため、使用料の一部を補助する。

施設外観

自主文化事業公演

（補助額）

・市内の小中学校 基本使用料の全額

・市内の高等学校 基本使用料の２分の１以内

・大島郡、熊毛郡内の小中学校、高等学校

基本使用料の３分の１以内
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地方公営企業分 
（下水道事業会計） 
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Ⅳ 地方公営企業分 
 

１ 予算規模 

 

【下水道事業会計】 

令和７年度の予算規模は、２３億５，２９６万２千円で、前年度当初予算額（22億5,195万1千円）

と比べ４．５％増加しました。 

これは、東土穂石雨水ポンプ場の完成により減価償却費などの収益的支出が増加したこ

とによるものです。 

     

令和７年度 令和６年度 増減額 増減率

2,352,962 2,251,951 101,011 4.5

（収益的支出予算及び資本的支出予算の合計額）

区　　　　分

下 水 道 事 業 会 計

 

２ 企業債残高 

 

【下水道事業会計】   ６７億４，７０８万２千円 

令和７年度当初予算においては、建設改良費の減少に伴い企業債の発行額が減少し、企

業債の発行額が償還額を下回るため企業債残高は減少する見込です。 

 

企業債残高の推移（直近 10 年間） 

       (単位：百万円) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：千円、％） 
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―　42　―



　

継続 下水道施設老朽化対策事業 １９９,０００ 千円 下水道課

【目的】
持続的な下水道処理機能の確保のため、老朽化した

下水道施設の更新を実施する。

【事業概要】
○令和３年度に策定した下水道ストックマネジメント
　計画に基づき計画的に下水道施設の更新を実施す
　る。

・計画期間　令和３年度～令和12年度

・令和７年度予定
　柳井浄化センター更新工事
　（監視制御設備、用水・消毒設備、汚泥濃縮槽設備
　更新）

基本目標
４ 安全・都市基盤 災害に強く、安全・安心・快適で便利なまちづくり

柳井浄化センター
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